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いうだけでは、権利の濫用に当たるとはいえない」と判示した（最判平成 20 年 10 月 10 日民集











預金の払戻しを受けた場合には、詐欺罪が成立する」と判示した（最決平成 15年３月 12 日刑集











（最判平成 20 年 10 月 10 日民集 62 巻 9号 2361 頁） 
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Aは、Z銀行 r支店において、預金元本額 1,100 万円の定期預金口座を開設していた。 
 平成 12 年６月６日午前４時ころ、Bらは、Xと Aの自宅に侵入し、Xの普通預金および Aの
定期預金の各通帳とその届出印、A名義の健康保険証などを窃取した。 
 Bらは、Cに依頼し、当日午後２時 30分ころ、Y銀行 q支店において、本件普通預金口座から
合計 106 万円の払戻しを受けさせた（以下、本件払戻しを「本件払戻し１」という）。 
 さらに、Bらは Cらに依頼し、翌６月７日午後１時 50分頃、Z銀行 r支店において A名義定期
預金を解約させ、その解約金 1,100 万円余りを振込依頼人 A名義として本件普通預金口座に振込
ませた（以下、本件振込みという。）。 
 そして、Bらは、同日午後２時 30 分頃、Y銀行 q支店において、1,100 万円の払戻しを受けた
（以下、本件払戻しを「本件払戻し２」という）。 
 その後、Xは、Y 銀行に対し、本件各通帳等の盗難届を提出したが、すでに払戻しがなされて
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(2) 第１審判決（東京地方裁判所平成 17年 12 月 16 日判決 
最高裁判所判例集 62 巻 9号 2393 頁～2407 頁） 























(3) 原判決（東京高等裁判所平成 18 年 10 月 18 日判決 
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 そのため Xは、1,100 万円の敗訴部分について上告受理の申立てを行った。 
 
(4) 本判決（最高裁判所平成 20 年 10 月 10 日判決 
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(2) 本件判決、平成８年判決および平成 15 年決定の関係 

























































見解がある 15)。そしてまた、本件判決は、平成８年判決を平成 15 年決定とともに踏襲し、平成
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 平成８年判決は、振込取引における無因性を認め、平成 15 年決定は、預金者であるにもかかわ
らず、払戻請求権の行使が詐欺罪となる場合を挙げたわけであるが、本件判決は、平成８年判決
を前提としながら、詐欺罪の成立する場合には、権利の濫用が容認されると判示し、平成８年判
決と平成 15年決定との理論的整合性を明確にした判決と評する見解がある 26）。 
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